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回次
第150期

中間連結会計期間
第151期

中間連結会計期間
第150期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 (百万円) 14,058 12,745 28,842

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 55 △396 △64

親会社株主に帰属する中間

（当期）純損失（△）
(百万円) △318 △518 △1,293

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 26 76 △739

純資産額 (百万円) 19,710 18,308 18,584

総資産額 (百万円) 31,167 31,628 30,062

1株当たり中間（当期）

純損失（△）
(円) △15.51 △25.24 △62.99

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
(円) － － －

自己資本比率 (％) 61.9 56.3 60.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 807 288 552

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △237 △603 △643

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 89 737 △370

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
(百万円) 7,294 6,799 6,167

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績の状況

当中間連結会計期間（2024年４月１日～2024年９月30日）におけるわが国経済は、経済活動の正常化や個人消

費の持ち直しなどにより緩やかな回復基調にあるものの、原材料やエネルギー価格の高騰、金利、為替の変動な

どにより、わが国の景気を下押しするリスクのある状態で推移しました。

また、海外経済におきましては、欧米各国のインフレ鎮静化に資する金融引き締め政策の継続によって、景気

は下押しの圧力がみられました。また、長期化するウクライナ紛争や中東情勢などの地政学的リスク、中国の景

気減速に加えて各国の金融・財政政策などによる世界経済の後退懸念が継続しており、先行きは不透明な状況で

推移しました。

当社グループの事業に関連する市場におきましては、国内や海外の一部のエリアにおいて投資意欲に回復の動

きが見られたものの依然として予断を許さない状況が続く中、材料価格やエネルギー価格の高騰などの影響によ

り、コストが上昇する厳しい経営環境の下で推移しました。

このような市場環境の下、当社グループの当中間連結会計期間の業績につきましては、2027年３月期を最終年

度とする第４期・中期経営計画2026の３つの基本方針（１．持続的に稼ぐ力の向上、２．成形イノベーションの

創出と「Customers' Value Up」の進化、３．経営基盤の更なる強化）に基づく諸施策の取組みを推進してきた

結果、受注高は14,921百万円（前年同期比14.0％増）となりました。一方、売上高は前年度末において受注残高

が減少していたことから、12,745百万円（同9.3％減）となりました。このうち、国内売上高は4,345百万円（同

16.9％増）、海外売上高は8,400百万円（同18.8％減）となり、海外比率は65.9％となりました。損益につきま

しては、売上高の減少と生産量減少に伴う固定費回収不足により、売上総利益が減少したことなどから、営業損

失は431百万円（前年同期は営業利益２百万円）、経常損失は396百万円（前年同期は経常利益55百万円）、親会

社株主に帰属する中間純損失は518百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失318百万円）となりまし

た。

　製品別の売上の状況は、次のとおりであります。

１．射出成形機

受注は、国内では減少し海外では増加しました。国内売上は、自動車や生活用品関連が増加しました。一方、

海外売上は、欧米の生活用品関連、アジアや中国の自動車関連が減少しました。この結果、受注高は10,642百万

円（前年同期比11.9％増）、売上高は9,339百万円（同8.4％減）となりました。このうち、海外売上高は6,125

百万円（同18.7％減）となり、海外比率は65.6％となりました。

２．ダイカストマシン

受注は、国内・海外共に増加しました。国内売上は、自動車関連が増加しました。海外売上は、中国の自動車

関連が減少しました。この結果、受注高は4,278百万円（前年同期比19.7％増）、売上高は3,405百万円（同

11.7％減）となりました。このうち、海外売上高は2,274百万円（同19.1％減）となり、海外比率は66.8％とな

りました。
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②　財政状態の状況

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて1,138百万円増加しました。これは、主に売上債権の減少835百万円があ

ったものの、棚卸資産の増加1,400百万円、現金及び預金の増加631百万円があったことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて427百万円増加しました。これは、主に無形固定資産の減少51百万円及

び投資有価証券の減少37百万円があったものの、有形固定資産の増加517百万円があったことによるものでありま

す。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて995百万円増加しました。これは、主に前受金等を含むその他流動負債

の増加286百万円、災害損失引当金の増加271百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加240百万円及び仕入債務

の増加188百万円があったことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて846百万円増加しました。これは、主に退職給付に係る負債の減少98百

万円があったものの、長期借入金の増加860百万円及びリース債務等を含むその他固定負債の増加49百万円があっ

たことによるものであります。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて276百万円減少しました。これは、主に為替換算調整勘定の増加521百万円

及び繰延ヘッジ損益の増加17百万円があったものの、親会社株主に帰属する中間純損失の計上による利益剰余金の

減少518百万円及び配当を行ったことによる利益剰余金の減少359百万円があったことによるものであります。

(2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は6,799百万円となり、前年同期末（7,294百万円）と

比べて495百万円減少しました。当中間連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおり

であります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、288百万円の収入（前年同期は807百万円

の収入）となりました。これは主に、棚卸資産の増加1,251百万円及び税金等調整前中間純損失374百万円があっ

たものの、売上債権の減少928百万円、減価償却費の計上419百万円、未収消費税の減少414百万円及び災害損失引

当金の増加271百万円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、603百万円の支出（前年同期は237百万円の

支出）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出600百万円があったことによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、737百万円の収入（前年同期は89百万円の

収入）となりました。これは主に、配当金の支払額354百万円及び長期借入金の返済による支出100百万円があった

ものの、長期借入による収入1,200百万円があったことによるものであります。

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は371百万円であります。

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 20,703,000 20,703,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株

であります。

計 20,703,000 20,703,000 － －

②【発行済株式】

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年９月30日 － 20,703,000 － 2,506 － 2,028

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

清原　達郎 東京都港区 1,473 7.17

株式会社日本製鋼所 東京都品川区大崎１丁目11－１号 1,450 7.05

ＵＢＥマシナリー株式会社 山口県宇部市小串字沖ノ山1980 1,450 7.05

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イ

ンターシティＡＩＲ 700 3.41

株式会社マルカ
大阪府大阪市中央区南新町２丁目２番５

号
622 3.02

株式会社山善 大阪府大阪市西区立売堀２丁目３番16 600 2.92

第一実業株式会社 東京都千代田区神田駿河台４丁目６ 400 1.94

ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡＬＬ　

ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　

ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ

（常任代理人　シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

ＰＡＬＩＳＡＤＥＳ　ＷＥＳＴ　６３０

０，ＢＥＥ　ＣＡＶＥ　ＲＯＡＤ　ＢＵ

ＩＬＤＩＮＧ　ＯＮＥ　　ＡＵＳＴＩＮ　

ＴＸ　７８７４６　ＵＳ（東京都新宿区

新宿６丁目２７番３０号）

249 1.21

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号 168 0.81

東洋機械金属従業員持株会 明石市二見町福里字西之山５２３－１ 152 0.74

計 － 7,266 35.37

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 700千株

(5)【大株主の状況】

（注）１．所有株式数は千株未満を切り捨てております。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

３．上記のほか当社所有の自己株式159千株（0.77％）があります。

2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式普通株式 159,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,503,800 205,038 同上

単元未満株式 普通株式 39,900 － 同上

発行済株式総数 20,703,000 － －

総株主の議決権 － 205,038 －

(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,200株含まれてお

ります。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数52個が含まれて

おります。
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２．「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式30株が含まれております。

2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

東洋機械金属株式会社

兵庫県明石市二見町福里字

西之山523番の１
159,300 － 159,300 0.77

計 － 159,300 － 159,300 0.77

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,167 6,799

受取手形及び売掛金 ※２ 4,692 4,658

電子記録債権 ※２ 2,197 1,394

商品及び製品 2,963 4,118

仕掛品 3,594 3,547

原材料及び貯蔵品 990 1,282

その他 1,315 1,258

貸倒引当金 △7 △7

流動資産合計 21,912 23,051

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,354 4,320

機械装置及び運搬具（純額） 1,157 1,044

工具、器具及び備品（純額） 134 122

土地 782 782

リース資産（純額） 48 107

建設仮勘定 31 648

有形固定資産合計 6,508 7,026

無形固定資産 397 346

投資その他の資産

投資有価証券 1,048 1,010

繰延税金資産 142 140

その他 ※４ 615 ※４ 674

貸倒引当金 ※４ △562 ※４ △622

投資その他の資産合計 1,243 1,203

固定資産合計 8,149 8,577

資産合計 30,062 31,628

１【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結貸借対照表】

- 9 -



（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,400 3,481

電子記録債務 993 1,100

短期借入金 2,000 2,000

１年内返済予定の長期借入金 160 400

未払費用 607 608

未払法人税等 139 155

未払消費税等 16 12

製品保証引当金 55 51

役員賞与引当金 － 1

災害損失引当金 － 271

その他 1,492 1,778

流動負債合計 8,866 9,861

固定負債

長期借入金 100 960

退職給付に係る負債 1,813 1,715

役員株式給付引当金 － 1

繰延税金負債 651 684

その他 47 97

固定負債合計 2,612 3,458

負債合計 11,478 13,320

純資産の部

株主資本

資本金 2,506 2,506

資本剰余金 2,393 2,398

利益剰余金 11,947 11,069

自己株式 △32 △30

株主資本合計 16,814 15,943

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 208 219

繰延ヘッジ損益 △17 0

為替換算調整勘定 970 1,491

退職給付に係る調整累計額 163 161

その他の包括利益累計額合計 1,323 1,873

非支配株主持分 446 491

純資産合計 18,584 18,308

負債純資産合計 30,062 31,628
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（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 14,058 12,745

売上原価 11,423 10,491

売上総利益 2,635 2,253

販売費及び一般管理費 ※１ 2,633 ※１ 2,685

営業利益又は営業損失（△） 2 △431

営業外収益

受取利息及び配当金 11 17

固定資産賃貸料 33 34

為替差益 － 27

助成金収入 7 －

持分法による投資利益 12 －

その他 10 20

営業外収益合計 75 99

営業外費用

支払利息 1 15

支払手数料 1 1

固定資産賃貸費用 4 4

手形売却損 － 1

固定資産除却損 － 4

為替差損 11 －

持分法による投資損失 － 33

その他 3 4

営業外費用合計 21 64

経常利益又は経常損失（△） 55 △396

特別利益

災害保険金収入 － ※４ 301

特別利益合計 － 301

特別損失

貸倒引当金繰入額 ※２ 106 －

投資有価証券評価損 － 4

特別調査費用等 ※３ 140 －

災害損失引当金繰入額 － ※４ 273

特別損失合計 246 278

税金等調整前中間純損失（△） △190 △374

法人税、住民税及び事業税 108 101

法人税等調整額 △4 22

法人税等合計 103 123

中間純損失（△） △294 △497

非支配株主に帰属する中間純利益 23 20

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △318 △518

(2)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純損失（△） △294 △497

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 15 11

繰延ヘッジ損益 △28 17

為替換算調整勘定 266 502

退職給付に係る調整額 0 △2

持分法適用会社に対する持分相当額 68 45

その他の包括利益合計 321 574

中間包括利益 26 76

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △23 31

非支配株主に係る中間包括利益 50 45

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △190 △374

減価償却費 402 419

貸倒引当金の増減額（△は減少） 102 △0

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10 1

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） － 1

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3 △4

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △66 △101

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 271

受取利息及び受取配当金 △11 △17

支払利息 1 15

為替差損益（△は益） △4 15

助成金収入 △7 －

災害保険金収入 － △301

固定資産除却損 0 4

持分法による投資損益（△は益） △12 33

投資有価証券評価損益（△は益） － 4

売上債権の増減額（△は増加） 2,624 928

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,284 △1,251

仕入債務の増減額（△は減少） △668 110

未払消費税等の増減額（△は減少） 4 △4

未収消費税等の増減額（△は増加） 363 414

特別調査費用等 140 －

その他 △501 135

小計 878 301

利息及び配当金の受取額 68 17

助成金の受取額 7 －

利息の支払額 △3 △16

特別調査費用等の支払額 △52 －

法人税等の支払額 △90 △13

営業活動によるキャッシュ・フロー 807 288

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △240 △600

無形固定資産の取得による支出 △29 △2

投資有価証券の売却による収入 31 －

固定資産の売却による収入 0 －

その他の支出 － △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △237 △603

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 500 －

長期借入れによる収入 － 1,200

長期借入金の返済による支出 △100 △100

配当金の支払額 △307 △354

その他 △2 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー 89 737

現金及び現金同等物に係る換算差額 132 208

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 792 631

現金及び現金同等物の期首残高 6,502 6,167

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 7,294 ※１ 6,799

(3)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

- 13 -



【注記事項】

（会計上の見積りの変更）

（退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数の変更）

従来、当社の数理計算上の差異の費用処理年数は15年としておりましたが、従業員の平均残存勤務期間が短縮

したため、当中間連結会計期間より費用処理年数を13年に変更しております。

この変更による当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 142百万円 102百万円

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 8百万円 －百万円

電子記録債権 154百万円 －百万円

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

貸出コミットメントの総額 2,000百万円 2,000百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 2,000百万円 2,000百万円

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

固定資産

投資その他の資産

その他

長期未収入金 562百万円 622百万円

貸倒引当金 △562百万円 △622百万円

（中間連結貸借対照表関係）

１　受取手形裏書譲渡高

※２　中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等を満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。

３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため㈱三井住友銀行と貸出コミットメント契約を締結してお

ります。当中間連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。

※４　当社連結子会社の元従業員による金銭の私的流用に係る不正行為に関連して発生したものが、以下のとおり

含まれております。

　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

給料及び賞与 823百万円 880百万円

役員賞与引当金繰入額 1百万円 1百万円

退職給付費用 36百万円 34百万円

減価償却費 40百万円 46百万円

発送費 485百万円 486百万円

研究開発費 369百万円 371百万円

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

※２　当社連結子会社の元従業員による金銭の私的流用に係る不正行為に関連して発生したものであります。
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※３　当社における不正事案に関連する調査費用として外部専門家等へ支払うべき報酬を特別調査費用等として計

上しております。

※４　災害保険金収入、災害損失引当金繰入額は次のとおりであります。

2024年４月に兵庫県内で発生した雹被害に伴う修繕費の見積額として、「災害損失引当金繰入額」を計上して

おります。また、被害に対応する受取保険金額を「災害保険金収入」として計上しております。

前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

現金及び預金 7,294百万円 6,799百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 －百万円 －百万円

現金及び現金同等物 7,294百万円 6,799百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月23日

株主総会
普通株式 307 15.0 2023年３月31日 2023年６月26日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月26日

取締役会
普通株式 359 17.5 2023年９月30日 2023年12月１日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年４月24日

取締役会
普通株式 359 17.5 2024年３月31日 2024年６月26日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月30日

取締役会
普通株式 359 17.5 2024年９月30日 2024年12月２日 利益剰余金

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

当社グループは、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

当社グループは、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

射出成形機 10,201百万円 9,339百万円

ダイカストマシン 3,857百万円 3,405百万円

顧客との契約から生じる収益 14,058百万円 12,745百万円

外部顧客への売上高 14,058百万円 12,745百万円

（収益認識関係）

当社は、顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、主要な財・サービスの種類別により分解してお

ります。これらの分解した売上収益は以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

１株当たり中間純損失（△） △15円51銭 △25円24銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純損失（△）（百万円） △318 △518

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（百万円）
△318 △518

普通株式の期中平均株式数（株） 20,529,620 20,538,731

（１株当たり情報）

１株当たり中間純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

（1）期末配当

2024年4月24日開催の取締役会において、2024年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり剰

余金の配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 359百万円

② １株当たりの金額 17円50銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2024年６月26日
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（2）中間配当

2024年10月30日開催の取締役会において、2024年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 359百万円

② １株当たりの金額 17円50銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2024年12月２日

（3）重要な訴訟事件等

当社は、中国広東省において、医療器具メーカーの汕頭華爾怡医療器械有限公司より、2021年１月５日に売

買契約に基づいて販売した射出成形機25台のうち、13台に品質上の不具合が発生したとの主張による売買契約

の解除および販売した製品の運送費、通関費等の返還を求める訴訟を汕頭市金平区人民法院に提起されており

ましたが、2024年6月28日、原告の請求を棄却する判決が言い渡されました。

原告は同判決を不服として、2024年7月24日に上訴し、現在、汕頭市中級人民法院において係属中です。当社

は引き続き、上訴審において当社の正当性が全面的に認められるよう主張してまいります。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月13日

東洋機械金属株式会社

取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 有　久　　　衛

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 戸　田　圭　亮

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋機械金属株

式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、東洋機械金属株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財

務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日ま

でに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2024年11月14日
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長田畑禎章は、当社の第151期中（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）の半期報告書の

記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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